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2008 年 3 月期の自己株式取得・消却計画についてのお知らせ 
 

当社は株主重視経営の継続的取組みの一環として、資本効率の向上を目的に、従来からグループキャッ

シュマネージメント方針（※1）に基づき、定款の定めに従い、自己株式の取得および消却を実施しておりま

す。 

2007 年 6 月 21 日開催予定の第 34 回定時株主総会にて準備金減少に係る議案（※2）が承認可決される

事を前提といたしまして、2008 年 3 月期においても、引続き、自己株式の取得および消却を実施する計画を

決議いたしましたのでお知らせします。 

 

※1．グループキャッシュマネージメント方針に基づく株式消却原資の算定方法 

株式消却原資＝【前期末の連結 B/S の現金同等物】－【連結の必要運転資金＝連結の月商×2 ヶ月】 
・ 上記算式の通り、当社グループの必要運転資金を連結ベースの月商の 2 ヶ月分と定め、期末時点におけるグ

ループ連結のキャッシュポジションが、それを上回る場合は剰余部分（グループ月商の 2 ヶ月分を超える部

分）を翌期の期中株式消却原資予定額としています。 

・ 但し、翌半期に大型の資金需要を伴う投資が予定されていない場合、期中株式消却原資予定額の 50%を実行

するものとしています。 

 

※2． 準備金の減少に関する詳細等については、本日、別に公表した「資本準備金および利益準備金の

減少に関するお知らせ」をご参照下さい 

 

記 
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取得・消却を計画する額 2008 年 3 月末迄に 3,100 百万円を上限 

注1 取得・消却を計画する株式の種類は、普通株式であります。 

注2 取得・消却を計画する株式の数は、上記金額に相当する株数を予定しております。 

注3 株式消却は、上記の 2008 年 3 月期中に取得する自己株式に加えて、ストックオプションの権利行使

に備えて既に保有している自己株式のうち、ストックオプションの権利失効または放棄により保有の必

要が無くなった自己株式および単元未満株式買取請求により取得した株式を合わせて行います。 

注4 今上期における取得・消却を計画する額は、上記の年間計画額の 50%に相当する 1,550 百万円（上

限）を予定しております。 

注5 実際の自己株式を買い受ける際に行う会社法などの定めに基づく取締役会決議を行った際には、別

途情報開示を行います。 

 

以 上




